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本稿の目的は、災害遺構の場所実践に焦点を当て、被災後の地域社会においていかなる場所実践が生成されたの

か、それが地域住民の災害遺構の捉え方にどのような影響を与えたのか、という２点を明らかにすることにより、

既存の制度的アプローチとは異なる、人々の日常生活における場所実践を通じたアプローチによる遺構受容の可能

性について考察することにある。具体的には、2004年のインド洋大津波で大きな被害を受けたインドネシア・バン

ダアチェ市の津波遺構Kapal PLTD Apungを素材とした。その結果、災害遺構の周辺に暮らす人々は、イスラームの

教義や倫理とともに、経済活動・寄付募集・地域活動などの場所実践によって遺構を受容していることが明らかと

なった。そしてこれらの知見を踏まえ、遺構保存をめぐる議論において、地域課題の解消や地域の将来像と遺構の

接合点を見出すことの必要性について示した。 
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１．問題の所在 

2011年3月11日に発生した東日本大震災の被災地

では、災害遺構をめぐる議論が生じた。保存を求め

る人々は、災害の風化防止や防災教育への活用を訴

え、解体を求める人々からは、被災者の抱く心理的

負担や災害という地域イメージの固定化、高額な保

存費用への懸念が示された1)。こうした議論は時に地

域社会内の分断・対立を招き、最終的には、自治体

や所有者が保存・撤去とそれぞれの判断を下したが、

保存－解体という二元論の中で、矛盾する感情を抱

きながら葛藤した被災者も多い2)。 

 こうした災害遺構の保存をめぐっては、当初か

ら「遺構を保存するための法的な義務づけがないこ

と」「公的解体の期限の締切が迫って」いることが

解体撤去につながっているとの指摘がなされ、財源

確保を含めた維持管理に関する制度的枠組みの確保

が求められてきた3)。復興庁もこうした指摘に応え、

2013年11月に示した『災害遺構の保存に対する支援

について』の中で、各市町村につき1箇所に限り保存

に必要な初期費用を復興交付金によって支援する方

針を示している4)。また、公費による支援の方針を受

けて被災地では自治体主導の検討会議が活発化した

が、複数段階で構成された会議体や自由な議論の場

の確保5) 6)、有識者による客観的な評価7)など、会議

設定の仕方自体が災害遺構の行方に影響を与える可

能性についても指摘されている。このように、災害

遺構の受容という地域課題に対しては、制度的枠組

みや会議手法などに工夫を凝らすことで、より多く

の住民から保存への理解を得ることが国・地方自治

体等によって目指されている。 

一方で、これらの検討と並行して、災害遺構には

様々な人々が来訪するようになった。追悼や関連行

事への参加、管理清掃などのために遺構を訪れる地

域住民や行政関係者に加え、修学旅行生や観光ツア

ー客などの観光客も来訪し、その来訪は保存の決定

が下された後も継続されているが、こうした実践に

ついては、観光活用に向けた課題や方策が検討され

るにとどまっており8)、地域住民の遺構に対する意見

や感情に与える影響については十分に検討されてこ

なかった。 
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しかし、先述したような制度的工夫によって保存

に至る決定がなされたとしても、住民個人が災害遺

構のある日常といかに自分なりの折り合いをみつけ

ていくのかという課題は残されている。 

また、アイデンティティ形成の基盤としての場所

をめぐる対立や分断、場所性を意図的に生産する現

代社会のメカニズムなどを読み解き、「場所」は社

会的に構築されるものであることを示してきた人文

地理学や都市社会学の知見を踏まえるならば(1)、住

民の遺構受容を、「人々が意味あるものとした空間」
11)としての「場所」が構築されるプロセスとして捉

え、観光を含めたこれらの実践を通じ、住民が災害

遺構をいかなる「場所」として捉えるようになった

のかという点について問うことは、災害遺構の住民

受容を考える上で重要である。 

そこで本稿では、災害遺構の場所実践に焦点を当

て、被災後の地域社会においていかなる場所実践が

生成されたのか、それが地域住民の災害遺構に対す

る捉え方にどのような影響を与えたのかという２点

を明らかにする。そして、既存の制度的アプローチ

とは異なる人々の日常生活における場所実践を通じ

たアプローチによる遺構受容の可能性・不可能性に

ついて考察する。具体的には2004年のインド洋大津

波で大きな被害を受けたインドネシア・バンダアチ

ェ市の津波遺構Kapal PLTD Apung（発電船）を素材

とする。 

 

２．本稿の視角と対象 

2.1 分析視角 

本稿で対象とする災害遺構について、平成28年版

防災白書では「過去に災害で被害にあった人達が、

その災害からの教訓を将来に残したいと意図して残

された構築物、自然物、記録、活動、情報等12)」と

幅広く定義されているが、実際には被災した建物や

人工物などの現地保存されているものを指すことが

一般的である13)。 

こうした災害遺構については、それを見る者の時

間軸を「あのとき以前/あのとき/あのとき以後」と

いうかたちで分節化させ、「津波が来る前の状態か

ら/津波が来て/倒れた」という震災遺構の運命を現

前させるとの指摘がなされている14)。時が経つとと

もに景観が変わっていく被災地にあって「時間が流

れていない『時間軸の一時的な失効』ともいうべき

状態にある14)」災害遺構に、観光客を含む訪問者は

運命を感じ・学び、時に楽しむ場所として惹かれる

一方で15)、被災者でもある地域住民は「運命を嫌が

応でも見てしまう/見せてしまう」ことから生じる

「感情の揺れ」に苛まれる14)。 

このモノによる「感情の揺れ」への対処としては、

次の２つの対処が想定される。第一に、現世と現世

を越えた世界の間の交換を通じて作り出される「追

憶の秩序」16)を形成する場所となることである。荻

野昌弘は、この「追憶の秩序」の構成要素として記

憶の喚起・聖なる空間の設定・未知の理解システム・

霊的存在への返礼を挙げている。そして、天変地異

のような不幸の精神的処理は「追憶の秩序」を通じ

て行われてきたことを述べた上で、死者の霊や神の

記憶を喚起することで、人々は身近な死をなんとか

納得するとともに、珍しいモノ・未知のモノも死者

の霊や神がもたらしたと理解することで、受け入れ

可能になると述べている16)。 

災害遺構もこうした「追憶の秩序」の中で死者

の霊や神の記憶を喚起する場所、死者の霊や神がも

たらした場所として機能することで、住民に受容さ

れることが想定される。 

第二に、遺産としての場所となることである。

荻野昌弘は遺産化を「追憶の秩序において抑制され

た、他者の所有物に関する欲望が解放されていく過

程」として捉え、モノを永久保存し、学術的に体系

化された空間とすることが遺産化を推進すると述べ

ている16)。こうした遺産化は、国家のイデオロギー

装置としての役割を果たす中で、マイノリティやロ

ーカルなどそこからそぎ落とされた記憶を持つ人々

の遺産に対する無関心・敵意を招いてきたとの批判

もあるが17)、固有な経験や記憶を「戦争という悲劇」

「国家のための犠牲」といったように意味付けし、

それは時に衝撃的な出来事の体験を緩和するという

側面も指摘されている18)。 

 災害遺構も遺産化することにより、その学術的な

希少性や含まれる教訓が強調され、住民の経験も防

災教育や災害文化の伝承に資するものというような

意味付けがなされることにより、住民に受容される

ことが想定される。 

本稿も、こうした追憶の秩序や遺産化を踏まえつ

つ、住民の遺構受容・不受容について考察するが、

その際、被災後の住民生活という視点から災害遺構

と住民の関係性を読み解く。災害遺構の周りに暮ら

す人々の多くは被災者であり、災害遺構をめぐる場

所実践も、当然ながら被災後の住民生活の一部を構

成するものである。そこで本稿では、対象とする災

害遺構の場所実践を「災害からの教訓を将来に残し

たいと意図し」たものだけに限定せず、被災後に見
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られた地域住民の日常生活における接触・利用と幅

広く捉え、分析する。 

2.2 研究対象と方法 

 本稿では、2004年12月に発生したインド洋大津波

の被災地であるアチェ州バンダアチェ市にある津波

遺構Kapal PLTD Apung（以下、PA）(2)を研究対象と

する。2004年12月26日にスマトラ島北部の西海岸沖

で発生した大地震は、巨大な津波を引き起こし、そ

の被害の範囲はインド洋沿岸の14か国に及んだ。イ

ンドネシアはその中でも最大の被害を受け、震源地

に近いアチェ州では、死者・行方不明者17万3千人、

避難者は約44万人に達し、州都バンダアチェ市も津

波によって市街地の3分の一が全壊、人口の四分の一

が命を落とした。 

 本稿で取り上げるPAはこのバンダアチェ市のほぼ

中央に位置する災害遺構である。1996年に総重量

2600トンの発電船として建造されたPA船は、西カリ

マンタン州やバリ州、東ジャワ州などインドネシア

各地の電力危機で使用された後、2003年7月よりバン

ダアチェ市の港に接岸し、市内全域に最大10,860kW

の電力を供給していた。アチェ州では1976年より分

離独立を求めるアチェ自由運動（GAM）と政府の治安

部隊の間で衝突があり、2003年3月以降、国軍とGAM

との間で多数の武力衝突が発生していた。こうした

中で国営電力会社（PLN）は、銃撃戦による送電塔の

破壊により市内への電力供給が遮断されることに備

え、PA船をバンダアチェ市に派遣したのである。2004

年12月に発生した大津波は港に接岸していたPA船を

5km移動させ、引き潮の中でプンゲブランチュ地区

（Gampong Punge Blang Cut）にて停止・座礁させた
19)（図1）。 

 このプンゲブランチュ地区には85.5haの土地に

2018年時点で1,512世帯5,684人が暮らしており、住

民の98％近くをムスリム（イスラーム教徒）が占め

るバンダアチェ市にあって、同地区住民もほぼ全員

がムスリムである。また、市の中心部と近接してい

ることから、教育機関や少数の小型商店・飲食店を

除けばその大半が戸建て住宅であり（図2）、公務員

や会社員、自営業など都市住民の居住地域となって

いる (3)。津波前も6000人程度の住民が居住しており
(4)、「小規模な作業所が混在する住宅地」20)として

の性格を有していたが、津波によって1,077名の住民

が死亡し、家屋の50％近くが全壊するなど大きな被

害を受けた。 

 本稿では、こうしたプンゲブランチュ地区住民の

被災後の暮らしに焦点を当て、PAをめぐる政策的な

検討・取り組みが進められる中で、どのようにPAを

利用したのか・しなかったのかという点について明

らかにするとともに、こうした場所実践から人々の

受容・不受容について考察する。 

 本稿で取り扱うデータは、2017年8月-9月、2018

年1月、2019年2月、12月、2019年12月、2020年2月、

2024年2月に行った現地調査に依拠する。現地調査で

は、プンゲブランチュ地区内外の関係者に対する半

構造化インタビューと既存資料の収集から、PAの保

存化に至る経緯や背景の把握を図るとともに、PAに

おける住民の空間実践、及び受容状況の把握を目的

とした質問票調査を行った。質問票調査は、地区の

中でもPAが視界に入る機会が特に多いことが予想さ

れる周囲200mに居住する世帯に対象を限定した。そ

の上で、筆者が各世帯に赴き、災害以前から同地区

に居住していることが確認された世帯に対して協力

を依頼し、面接調査法にて50世帯から回答を得た(5)。 

 

図1 現地保存されたPA船 

（2024年2月29日 筆者撮影） 

 

図2 PAの周辺状況 

（出典：Google Earthより引用、筆者にて一部追記） 
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３．災害遺構と場所実践 

3.1 検討期：2004－2007年 

(1) 遺構保存の状況 

 2004年12月26日に発生したインド洋大津波は日曜

日の朝8時ごろにアチェ市内に到達し、プンゲブラン

チュ地区にも大きな被害をもたらした。被災直後の

同地区では死体と瓦礫が散乱し、津波発生から10日

間が経過した時点でも、同地区では、家族や親類の

死体を探す人々を見かける程度であり、住民の多く

は避難所先での生活を続けていた。一方で、津波に

よってプンゲブランチュ地区に運ばれてきたPA船は、

周辺一帯が瓦礫に埋め尽くされる中で避難者の目を

引くものであり、多くの人々がPA船の船上に避難し、

数日間滞在した(6)。 

 こうして津波とともに海岸からプンゲブランチュ

地区へ運ばれてきたPA船に対し、被災地では2つの動

きが存在した。まず、PA船の所有者であるPLNによる

再利用に向けた動きである。PLNは災害発生の1週間

後にはスタッフがPA船に入り、清掃と管理を続けて

いた。バンダアチェ市やその周辺では、被災1か月後

の段階でも全体の52％の電力網が復旧したに過ぎず、

破壊された施設の復旧が急務となっていた。こうし

た状況の中で、PLNはPA船を海に戻し再び発電船とし

て使用することを目指していた21) 

一方、アチェ州を中心とした行政や学術機関では

PA船を現地保存し、観光地化を目指す動きが生まれ

ていた。アチェ最大の日刊紙『スランビ・インドネ

シア（Serambi Indonesia）』の1月30日付の紙面に

は「アチェの津波跡地を観光地に」と題する記事が

あり、同地の復旧復興が進む前に、観光地や研究対

象として適した「津波跡地」を政府が選定する必要

があるとの国立シャークアラ大学学長のコメントが

紹介され、それに適した場所の一つとしてPAが示さ

れるとともに、州政府や市も早急に協議を開始する

予定があることが報じられている22)。 

 こうした両者の意見対立が続く中で、住民らはPA

船があることで自宅再建の目途が立たないことに不

満を感じており、市に対して早急に方針を決めるよ

う求めていた23)。 

しかし、被災から1年以上が経過した2006年に入る

と、住宅再建の進展による移設ルートの確保難や移

設のための予算不足という点からPLNは再活用を断

念し、2006年6月にはPA船を津波モニュメントとして

保存することをPLNも承認した24) 

こうした中で、土地所有者とバンダアチェ市間で

も補償に関する話し合いが始められた。住民側から

は、先祖から譲り受けた土地を手放すことに対する

抵抗感が示されるとともに、「妥当な」補償金額を

巡っても両者の間には大きな差があった。立ち退き

対象の住民からは「求める金額が支払われないので

あれば、はやくPA船をこの地区から移転させてくれ。

この地区に（PA船を）留まらせるな」との意見も出

されるなど議論は紛糾したが(7)、交渉担当者の変更

や中断を経て、12月末には当初予定していた3.2ha・

49世帯の対象範囲を1.7ha・19世帯に縮小し、各世帯

に1㎡あたり45万ルピアの補償金と家屋等に対する

弁償金を支払うという内容で市は多数の住民から了

承を得た25)。住民らによる交渉によって立退き範囲

は半減したものの、立ち退き自体を回避することは

できず、大半の世帯は他地域へ移転せざるを得なか

った。また、一部住民は引き続き立退きに反対して

合意を拒んでおり、2007年においてもPA船の現地保

存に関する見通しは十分に立っていなかった。 

(2) 遺構における場所実践 

PA船には、既に2005年5月頃には、その「奇跡

（keajaiban）」を一目見ようと国内外から連日数百

人の人々が訪れる状況にあった26)。こうした来訪者

の存在に対し、PA船の周囲には、来訪者に向けて自

らの苦境を訴え寄付を募る募金箱が地区住民の手で

設置され、2006年以降には、珈琲や土産物の販売を

通じて観光客と関わる住民も出現するようになる。

特に、2007年からは地区の青年組織（ Pemuda 

Kampong）によって清掃と駐車料金の徴収が行われる

など(8)、住民組織による活動が始まった。また、こ

うした住民による活動の他に、同時期には、PA船の

周辺で写真展などNGO等の外部者による津波関連の

イベントも不定期に開催されていた。 

一方で、PA船やその周辺はこうした観光やイベン

トのみならず、生活の場としても地区住民に使用さ

れていた。2007年頃からは、PA船へ登る階段付近に

て、地区住民が八百屋を始め、午前中には、八百屋

やその周辺に集まってきた魚の販売人から食材を購

入する人々で賑っていた(9)。また、先述の珈琲屋台

も観光客だけでなく、「珈琲屋台で隣人・知人と長

話をする」といったような住民間の交流の場として

も用いられていた。 

 こうした住民による場所実践の頻度を質問票調査

の結果から確認すると（図3）、当時の住民の場所実

践の中心は、野菜や魚の購入を目的とした「買物」

と珈琲屋台での交流を含む「散歩・遊び」であった

ことが理解できる。前者は70％を超える人々が毎日

行っており、後者も週1－2回と答える人が15％近く
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にのぼり、日常的な利用が確認できる。その他、年1

－2回程度「援助機関・団体による活動」であるイベ

ントに参加する住民や、少数ではあるが、「仕事」

としてPAへ毎日訪れる住民の姿も確認できる。 

 

図3 検討期における地区住民の場所実践 

3.2 形成期：2008－2010年 

(1) 遺構保存の状況 

 被災から3年が経過した2008年時点においても、一

部住民との立ち退き交渉は続けられており、PA船の

所有権も変わらずPLNが保持する状態が続いていた

が、アチェ・ニアス復興再建庁（BRR）と地元自治体

は、既に立退き交渉が完了した周辺の土地の一部を

「津波教育公園（Taman Edukasi Tsunami）」とすべ

く整備に着手する(10)。2008年4月末に完成した同公

園は、災害伝承や被災した個人・社会のトラウマか

らの回復に資するものとして位置づけられ、4,500

㎡の広さに、津波関連の情報館や屋外ステージ、児

童遊具などが建設された27)。 

(2) 遺構における場所実践 

こうした行政機関による整備計画に対しては、そ

の主眼が遺構の保全に置かれ、コミュニティの発展

や雇用促進に十分な関心が払われていないという批

判が住民らからなされており、公園完成前の2008年2

月には、青年組織がPAを運営する権利を求め市や州

に申し入れを行った28)。その結果、PA内の管理権の

保持が認められ、青年組織は地区内の希望する若者

70人ほどをシフト制で雇用し、駐車の整理や代金の

徴収、保安業務にあたるとともに、土産物販売に関

する規則を策定し売り子や販売店を管理した(11)。 

同時期においても、立ち退き交渉や船の所有権を

めぐる関係者間の検討が続けられていたが、質問票

調査の結果からは（図4）、PAが検討期と同様に「買

物」や「散歩・遊び」といった住民生活の場として

使用されていることがわかる。また、青年組織によ

る管理が本格化したこともあり、検討期と比べて「仕

事」としてPAを訪れる住民の割合も若干ではあるが

増加している。 

 

図4 形成期における地区住民の空間実践 

3.3 完成期：2011－2013年 

(1) 遺構保存の状況 

2010年6月に船内に残されていたエンジン等がPLN

よって取り外され、船の所有権は翌年10月にPLNから

バンダアチェ市へ譲渡された。この移譲以降、PA船

の観光資源化はさらに加速していく。 

2011年6月よりPAでは10ヵ月間にわたるリノベー

ション工事が行われた。この工事は200億ルピアを越

える資金が投じられ、PA船内の博物館化が目指され

るとともに、船内へアプローチする歩道や敷地を囲

う柵など周辺環境も整備される大規模なものであっ

た。この工事は中央政府のエネルギー鉱物資源省

（ESDM）によって行われ29)、その後のPAの管理もESDM

が担うこととなった。そのため、これ以降、PAは土

地所有者である地元自治体と管理主体であるESDMの

二者体制下に置かれることとなった。 

(2) 遺構における場所実践 

 この事態を受け、青年組織はESDMに対してPAの管

理に関する申し入れを行った。その結果、ESDMは駐

車場管理の委託、貸店舗の建設と住民への貸出など

の対応をとったが、青年組織の管理運営に関する権

限は縮小され、同組織としては不満の残るものであ

った(12）。また12名の住民がPAの有期職員としてESDM

に雇用されたが、青年組織が管理していた時期と比

べると雇用される住民の数は限定的であった。 

一方で、ESDMによる工事と管理運営は、はからず

しも新たなつながりをPAと住民の間にもたらした。

当時、ESDMと土地所有者である地元自治体との二者

体制下にあった施設・遺構では、両者ともに入場料

徴収は行わないという申し合わせがなされていた
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(13)。そのため、PAも引き続き無料公開されることと

なったが、その一方で、地区にあるモスク（Masjid 

Subulussalam）の管理組織が出入口に募金箱を設置

し、帰路につく観光客へ入場料代わりの寄付を呼び

掛け始めた。2012年から始まる同モスクの改築工事

は住民による積み立てや寄付、州や市からの補助金

によりその費用を賄う計画であったが（14）、これに

観光客からの寄付が加わったのである。 

また、リノベーション工事によってPAに歩行者用

公園が整備されると、大多数の住民が一堂に会する

ことができる広場として、断食明け大祭や犠牲祭の

際の共同礼拝(図5)、津波が発生した12月26日に行わ

れる追悼式典などの行事がPAで開催されるようにな

った他、婦人会（PKK）など住民組織の会合や行事で

も利用されるようになった。 

一方、PA内で営業していた八百屋は、使用してい

た半壊家屋が遺構として保存整備されることに伴い

閉鎖され、別の場所へと移転した。また、2012年4

月に発生したスマトラ北部西方沖地震の際には、多

くの地区住民がPA船上へと避難するなど偶発的な使

用も発生した。 

質問票調査の結果からもこうしたリノベーション

工事による影響が見て取れる（図6）。津波追悼式典

などの「行政機関の行事への参加」や断食明け大祭

や犠牲祭などの「モスクの行事への参加」という全

住民が参加する場所実践の存在が確認でき、婦人会

の会合や行事に代表される「住民による活動への参

加」も初めて記録された。一方、これまでの場所実

践の中心であった「買い物」は工事の影響を受け、

消滅した。 

 

図5 PAにて犠牲祭の共同礼拝を行う地区住民 

（2017年9月1日 筆者撮影） 

 

図6 完成期における地区住民の空間実践 

3.4 安定期：2014－2019年 

(1) 遺構保存の状況 

被災から10年が経過し、PAはアチェを代表する観

光地としてその評価を確立していく。2015年には

ESDMによる工事の中で最後まで残されていた船内の

博物館化が完了し、一般に公開された。船内は11の

ゾーンに分けられており、PA船の歴史や津波後の状

況に加えて、アチェの復興や防災への取り組みなど

多岐にわたる内容が動画やパネルによって展示され

ている30）。年間来場者数も博物館公開後は50万人を

超えて推移しており、2014年にはクリエイティブ経

済・観光省から全国観光村ランキング第9位に選ばれ

るなど中央政府からも高い評価を受けた。 

(2) 遺構における場所実践 

 こうしたPAの観光地としての発展に伴い、観光客

からもたらされるモスク改修工事のための寄付金も

増大しており、計画の拡大や工期の短縮に貢献して

いる（15）。また、住民らからの再三の申し入れを経

て、ESDMで雇用される有期スタッフの数も23人にま

で拡大された。 

また、断食明け大祭や犠牲祭の共同礼拝、12月26

日の津波追悼式典は、雨天時を除き引き続きPAで行

われており、大多数の住民が参加している。特に、

後者についてはPAという場所の性質が津波追悼式典

と「統一感があり、式典がより（津波の）状況に沿

うものとなり」、それが高名なイスラーム指導者の

招待を可能にしているという利点もある（16）。 

その他、住民の中には、高齢者の散歩や子供らの

遊びの場など日常的にPAへ来訪する者もおり、婦人

会が新たに開始した健康体操を含む住民組織の活動

や会合、周辺の幼稚園・小学校による防災教育を目

的とした校外学習を含め、住民の利用は拡大してい

る。また、その他、地域外の援助組織・団体による
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防災・災害関連のイベントも時折PAで開催されてお

り、住民の参加も見られる。 

こうした場所実践の増加は、質問票調査の結果か

らも確認できる（図7）。年1-2回の「行政機関の行

事への参加」や「モスクの行事への参加」のみなら

ず、婦人会による健康体操などの「住民による活動」

や高齢者や子供らの「散歩・遊び」などのために、

毎日・週1-2回という高頻度でPAへ来訪すると答えた

回答者が全体の40％以上を占めている。 

 

図7 安定期における地区住民の空間実践 

 

４．災害遺構の受容 

4.1 遺構に対する印象 

次に質問票調査の回答を基に、住民のPAに対する

印象や現地保存に対する意見について分析する。そ

の際、先述した4つの期間（検討期［2004-2007］/

形成期［2008-2010］/完成期［2011-2013］/安定期

［2014-2019］）ごとに分けて尋ねた印象・意見の推

移に着目し、住民が自身のPAに対する印象や意見を

一貫したものと捉えているのか、それとも変化した

ものとして捉えているのかという点に注目して分析

する。 

プンゲブランチュ地区住民のPAに対する印象の変

化は次の3つに大別できる（図8）。 

第一に、検討期から安定期に至るまで一貫して負

の印象を持ち続けていると答えた17人の人々である。

理由を問うた自由回答では悲しい（Sedih）・ふと思

い出す（Teringat）・怖い（Takut）という言葉が複

数名の回答にあり、「PA船を見ると未だに悲しい。

津波を思い出して泣いてしまう。トラウマがあるの

でPA船の中に入ったこともない。それゆえPA船の船

内に何があるのかも知らない。［57歳女性］」など

PA船に近寄ること自体を忌避する人々を含め、「PA

船をみると津波のことを思い出す［38歳男性；56歳

女性］」ためいい気分はしない・悲しいことが理由

として挙げられた。その一方、「今でも地震があっ

たときなどはとても怖い。トラウマが残っている。

PAを見て悲しくなるのは津波のことを思い出してし

まう時だ。今のように賑わっている時は思い出すこ

ともない。人がいなくてさみしいような時は思い出

してしまう。［47歳男性］」と答えた者もいた。 

第二に、負の印象から中間的な印象（9人）や正の

印象（5人）へと変化したと答えた14人の人々である。

自由回答では、トラウマ（Trauma）・感情（Perasaan）・

亡くなる（Meninngal）という言葉が複数名の回答に

見られる。「当初は（PA船を見ると）津波を思い出

した。ここ5年ほどは大きな地震もないので、そのよ

うなこともない［48歳女性］」「当初はトラウマが

あった［65歳男性；80歳男性］」など精神的なダメ

ージからの回復に加え、「2008年ごろには、自身も

今住んでいる家での生活を始めることができ、（PA

の周辺も）賑わうようになってきたので自身の感情

も落ち着いた［64歳女性］」「当初は（PAの周辺に）

人がおらず怖かった［46歳女性］」など、賑わい

（Ramai）の発生がその理由として挙げらている。 

最後に、検討期から安定期に至るまで変わらず中

間的な印象を持ち続けたと答えた15人の人々であり、

神の与えた災難（Musibah）という言葉が複数名の回

答から見られる。自分自身も津波に飲み込まれた経

験を持つ男性の「今も津波のことはよく覚えている。

しかし、イスラームの教えに従い、特にそこ（PA船）

に何かを感じることはない。［42歳男性］」との回

答や、妻・子供・実母など家族の大半を津波で亡く

した男性の「これは神の与えた災難・試練（Cobaan）・

知恵（Hikmah）である［50歳男］」との回答に象徴

されるように、「（津波によるすべてのものは）神

の権能（Kuasa Tuhan）によるものであり、受け入れ

なければならない［49歳男性］」「この恐ろしい津

波というものは人間が起こしたものではなく、神が

引き起こした災難であり、奇跡（Mukjizat）でもあ

る。PA船を初めて見たときはとても驚いたし、今も

PA船を見ると悲しい。なぜなら家族も津波によって

負傷したし、隣人も亡くなった。一方で、家は残り、

家族は生存した。そういう意味では嬉しい。両面が

ある［58歳女性］」など、自身の信仰に基づく回答

が多い。 
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図8 地区住民の遺構に対する印象・意見(17) 

4.2 遺構に対する意見 

次に、プンゲブランチュ地区住民のPA船現地保存

に対する意見の推移について見ていく（図8）。   

当初、住民の意見は割れており、否定的な意見を

持つ者も少なくなかった。しかし、その後の時間的

経過の中で住民の意見は大別すると次の３つの推移

をたどる。 

 はじめに、検討期から安定期に至るまで一貫して

肯定的な意見を保持し続けたと答えた16名の人々で

ある。自由回答では歴史（Sejarah）・証拠（Bukti）・

仕事（Kerja）・収入（Penghasilan）という言葉を

複数名が使用している通り、「歴史の証拠として私

たちが記憶し学ぶことができるように保存してほし

い［48歳女性］」「（PA船があることにより）地区

は世界に知られるようになり、神の力の大きさを覚

えておくこともできる。［65歳女性］」など歴史の

証拠（Bukti Sejarah）としての価値に加え、「今で

も津波のことを思い出す。しかし後世のために船を

残したい。残さないと忘れる。またモスクへの寄付

や雇用の創出など良い面もある［50歳男性］」「「2004

年は津波の存在自体を知らなかったので逃げなかっ

た。そのため津波の歴史を表すものとして残す必要

がある。今は地区の収入にもなっている［55歳男性］」

など、地域や住民生活への経済的な貢献がその理由

として挙げられている。 

 次に、検討期から安定期に至るまで一貫して中間

的な意見を保持し続けたと答えた18名の人々である。

どちらでもよい（Terserah）という言葉を複数名が

使っているが、「被災当初はそんなことを考える余

裕もなかった。今はどちらでもよい［男性70歳］」

「利益もないし問題もない［36歳女性］」「もうそ

こにあるから［39歳女性］」「船を移動させること

は不可能と聞いて諦めた。今は津波のことを子供た

ちに伝えることができるので意味があると感じてい

る［64歳女性］」「人を惹きつける地区の魅力とな

っており、歴史を残すこともできる。一方で、今で

も（PA船を見ると）悲しい気持ちになる［54歳女性］」

などその理由は多様であった。 

 最後に、否定的な意見から肯定的な意見へと意見

を変化させたと答えた8名の人々である。複数名が使

用した言葉はないが、「多くの人々が立ち退かなけ

ればならないので当初は反対。現在は、仕事になっ

ているし、移転させるにも莫大な費用が生じるので

このままでよい。［31歳女性］」「当初は、PA船が

あることで再建が阻まれ、新たな経済活動ができな

いことから早期の移転・撤去を望んでいた。しかし、

すべての世帯補償が終わった後は、船があることで

地区が賑やかになるので保存に賛成である［38歳男

性］」など、当初の立ち退きの問題と現在の地域経

済や生活への好影響を並列して述べる説明が複数見

られた。 

 

５．遺構受容の背景と要因 

5.1 イスラームの教義や倫理 

第4章で示したようにプンゲブランチュ地区住民

の中にはPAに対する多様な印象・意見が存在してい

るが、その中からは、イスラームの教義や倫理・地

域社会への貢献・賑わいの存在というPAの受容につ

ながる3つの要素が確認できる。本章では、この3つ

の要素を手がかりに、遺構受容を可能にした背景と

要因について考察する。 

はじめに、イスラームの教義や倫理による遺構受

容ついて考察する。ここで語られているものは、ア

チェにおけるムスリムの津波理解の特徴と同様のも

のである(18)。サムエルズによれば、アチェのムスリ

ムは、津波についてインド洋で発生した地震が原因

であるとする説明とともに、神が与えた「アチェ人

がより敬虔になるための試練（Cobaan）」「内戦に

よる混乱（kekacauan）を終焉させるもの」「不道徳

（Maksiat）に対する罰」「審判の日が近いことを思

い出させるための警告（Peringatan）」として津波

を説明し、そこに神の知恵を見出そうとする31)。PA

についても、プンゲブランチュ地区の住民は、神が

与えた災難によるものとして受け止めることができ

たがゆえに当初から悪い印象は持たなかった・そこ

に神の知恵を見出したがゆえに当初から現地保存に

賛成したという語りを行っていた。同様に、現地保

存に賛成した理由として挙げられていた歴史の証拠
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としての教育的価値についても、使われていた「証

拠（Bukti）」という用語が、アチェでは津波が神の

意志であったことを示すサインという意味でしばし

ば用いられることを踏まえるならば32)、同じ文脈で

あると理解することができる。そして、このイスラ

ームの教義や倫理に由来する住民の捉え方は、被災

当初から「一貫している」変わらないものとして住

民自身によって語られていた。 

このように、イスラームの教義や倫理による遺構

受容は、自分自身を「敬虔な」アチェ人として捉え

るのではなく、常に内省が必要なプロセスとして自

身の宗教的生活を捉えるというアチェムスリムの信

仰33)によって形成されており、これは、現世と現世

を越えた世界の間の交換を通じて作り出される「追

憶の秩序」を通じた遺構受容と理解することが可能

である。 

 ただし、こうしたイスラームの教義や倫理の存在

は、遺構を受容できないという感情や判断の表出を

妨げている可能性もある。PAに対しても悲しい・怖

いなどの心理的抵抗を持ち続ける住民は少なくない

が、こうした個人的な感情は現地保存をめぐる意見

としてはほとんど表明されていない。アチェにおけ

る災禍に対する社会的応答について論じた福田雄は

「支配的な救いの教説によって周辺化される苦難」

の存在を指摘しているが34)、PAの現地保存をめぐっ

ても心理的抵抗による個人的な苦難は周辺化されう

る可能性があることは考慮すべきであろう(19)。 

5.2 地域社会への貢献と賑わいの存在 

次に、地域社会に貢献する場所としての遺構受容、

及び、賑わいが存在する場所としての遺構受容につ

いて検討する。まず地域社会への貢献については、

PAをめぐる環境変化とそれに伴う住民生活への影響

が語られている。PAは津波災害を象徴する場所の一

つとして注目され、被災半年後には多くの見物客が

見られた。また、国や州・市といった行政機関も早

くからその「観光地化」を後押ししてきた。こうし

た行政機関が推進するアチェの津波ツーリズムにつ

いて、サムエルズは災害を克服し未来を構築すると

いう「公式の物語」が強調されていると指摘する。

そして、その過程において、内戦後の権威回復を目

指す国と平和な観光地としてアチェを宣伝したい

州・市による国家権威の前景化と内戦の後景化とい

う物語の取捨選択が行われていると述べている36）。

プンゲブランチュ地区の住民らが語るPAの観光地と

しての発展も行政機関による「公式の物語」の一部

を構成するものであることに変わりはなく、遺産化

による受容と捉えることも可能である。しかし、住

民らの語りの焦点は被災後の地区での生活や暮らし

にあるという点で「公式の物語」とは差異がある。

プンゲブランチュ地区では、BRRによる津波教育公園

の整備やESDMによるリノベーション工事など「公式

の物語」に基づく大規模な観光開発が進められる中

で、事あるごとに住民らによる行政機関への申し入

れや交渉が行われてきた。PAの法的な主権者である

国や自治体に対し住民らの交渉力は限られたもので

あったが、その交渉を経て現在まで継続されてきた

住民による駐車場管理や土産物販売などは、被災後

の地区や住民の生活を支えてきたものと認識され、

受容理由として言及されている。また、同様に言及

されている観光客によるモスクへの寄付も、行政機

関によるPA管理の隙間を利用した住民らの取り組み

である。 

こうした地域社会の取り組みについては、賑わい

が存在する場所としての遺構受容にも通ずるもので

ある。心の安定や恐怖感の緩和につながるものとし

て言及されるPAの賑わいは、年間50万人を超える来

場者を迎えるようになった観光地PAの成功によって

生み出されたものと理解することもできるが、第3

章で確認した通り、PAでは観光に限定されない多様

な場所実践が行われている。特に2011年に始まった

リノベーション工事後は、PA内の公園が共同礼拝や

追悼式典、女性組織の会合など住民活動の場所とし

て利用されており、高齢者の散歩や子どもたちの遊

び場など日常の場としても利用を含め、こうした住

民の利活用も賑わいの一端を担っている。 

 一方で、PAが一時的に被災後の地区での生活や暮

らしを阻害する存在であったことも住民らは忘れて

はいない。当初、プンゲブランチュ地区、特にPAが

座礁した場所の周辺に土地を所有していた住民にと

って、PAは再居住を妨げる存在であった。観光地化

を目指す行政機関との立退き交渉を経て対象範囲・

世帯は縮小されたが、19世帯は立ち退きをせざるを

得ず、こうした過程は自身の隣人や親族、地区の再

建を妨げたPAとして記憶され、当初、現地保存に反

対した理由として言及されている。 

このように、地域社会に貢献する場所としての遺構

受容、及び賑わいが存在する場所としての遺構受容

は、被災後の地区での生活や暮らしにおいてPAが果

たした役割に由来するものである。そこでは行政機

関による観光開発の中で住民が見出してきた経済活

動の場・寄付募集の場・地域活動の場としてのPAが

語られる一方で、一部住民の立ち退きを念頭に、生
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活阻害の場としてのPAも語られている。そのため、

「一貫している」変わらないものとして語られてい

たイスラームの教義や倫理による受容と比べ、これ

らの受容は、被災当初は受容できなかったが、遺構

と地域社会の関係性の変化に伴い、徐々に受容でき

るようになったという「変化」についても語られて

いることが特徴的である。 

 

６．おわりに 

本稿では、インド洋大津波の災害遺構であるPAで

の場所実践を事例に、被災住民の遺構受容について

検討した。その結果、災害遺構の周辺に暮らす人々

は、イスラームの教義や倫理に基づいた受容に加え、

経済活動・寄付募集・地域活動などの場所実践を通

じて、地域社会へ貢献する場所、賑わいが存在する

場所として災害遺構を捉え受容していることが明ら

かとなった。また、遺構保全による立退きの場から

住民による場所実践の場へと変化したことにより受

容できるようになったという受容態度の変容からも

理解できる通り、受容に至る場所実践は住民生活へ

の貢献に直接的に資すると認識される実践に限定さ

れる可能性がある点も明らかとなった。 

 既存研究からは、災害遺構の受容を阻む感情の揺

れに対し、追憶の秩序による対処と遺産化による対

処が想定された。本事例におけるイスラームの教義

や倫理に基づいた受容は前者に該当し、場所実践を

通じた受容も後者に該当するように見える。しかし、 

遺産化においては「モノを永久保存」することが目

指され、その中でモノの過去をいかに意味づけする

のかという点が問われており、遺構受容も、遺産化

の視座からは「津波が来る前の状態から/津波が来て

/倒れた」というモノ記憶を誰が・どのような観点か

ら意味づけを行うかという点が論点となる。一方、

本稿で明らかにした場所実践を通じた遺構受容は

「倒れた」後の遺構の変化やその意味づけをめぐる

ものであり、「時間軸の一時的な失効」にある災害

遺構に被災後の地域社会の動態とその記憶を重ねる

ことでその失効状態を解こうとする試みである。こ

れは、言い換えれば、災害遺構を地域社会や住民に

とっての日常の中へと戻していく過程とも表現でき

るかもしれない。 

 無論、住民の遺構受容には、既存の制度的アプロ

ーチに基づく理解促進に加え、追憶の秩序による対

処や遺産化も有効であることに変わりはない。また、

被災による喪失から神の知恵を見出そうとする社会

規範が存在し、被災が内戦によって外部と切り離さ

れていた状況を変え、新しい関係を切り拓く契機と

なったという側面も有するアチェ社会では37)、遺構

の利活用も「神の知恵を見出す行為」「新しい関係

を切り拓く機会」として幅広く展開できたという面

もあり、他の被災社会でも同様に可能とは言い切れ

ない。 

しかし、本稿の知見を踏まえるのであれば、災害

遺構の役割を、防災教育への貢献・風化防止という

記憶の保存に焦点を当てた活用だけに限定し議論す

るのではなく、地域課題の解消や地域の将来像との

との接点をいかに見出し、利活用していくのかとい

う視点から保存やその方法を検討することも、遺構

の住民受容を考える上で重要であろう。 

 

補注 

(1)人文地理学における「場所」論については、熊谷圭知

による解説9)、社会学における「場所と空間」をめぐる議

論について町村敬志による解説10)がある。 

(2) 以下、周辺の土地を含めた災害遺構という空間につい 

てはPA、発電船のみを指す場合はPA船と表記する。 

(3)プンゲブランチュ地区役場の提供資料。 

(4)2018年1月19日に実施したプンゲブランチュ地区長（当

時）へのインタビュー。 

(5)質問票調査では、回答者を含む世帯員全員の基礎情報

（性別・年齢・最終学歴・地区での居住年数・被災経験

の有無［2004年津波］）について尋ねた後、場所実践に

ついては世帯員における実践の有無を、受容状況につい

ては回答者自身の印象・意見を問うた。前者に関しては、

事前に行った関係者へのインタビュー調査等を参照し、

2004-2019の期間を4つに分け、それぞれの時期における

世帯員全員の場所実践の有無や頻度（無/年1-2回/月1-2

回/週1-2回/毎日）について質問した。この場所実践に

ついては、予備調査や関係者へのインタビュー調査にお

いて判明した住民の場所実践を整理し、図3・4・6・7

に記載した9つに分け、必要に応じて具体例を挙げつつ

それぞれの有無や頻度について質問した。なお、⑨買い

物は、質問票調査の途中から質問項目に追加したため、

他の項目と回答数が異なる。後者についても、2004-2019

の期間を4つに分け、回答者自身が、それぞれの時期に

おいてPAに対してどのような印象を持っていたのか、負

の印象（暗い・悲しい・見たくない・気分を害する）中

間的な印象（どちらでもない・何も感じない）正の印象

（明るい・嬉しい・誇らしい）という3つの選択肢を必

要に応じてカッコ内の関連語をいくつか提示しつつ、選

択してもらった。そしてその選択理由、及び印象が時期

によって変化した場合はその理由について自由に語っ
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てもらった。意見も同様の方法を取り、可能であれば、

PA船をこの場所から移転させたい・どちらでもよい・可

能であれば、PA船をこの場所に留めておきたい、という

3つの選択肢を提示し、選択してもらうとともに、その

理由や変化の理由について自由回答にて尋ねた。 

(6)2018年1月22日に実施したPA職員の住民A、2020年2月11

日に実施した住民Bへのインタビュー。 

(7)2020年2月12日に実施した住民Cへのインタビュー。C

氏はバンダアチェ市の職員であったが、自身の家族や親

類も立退き対象者となっていたため、住民側の代表者の

1人として交渉に参加した。 

(8)2019年2月10日に実施した元青年グループのリーダー

の住民Dへのインタビュー。 

(9)2020年2月13日に実施した住民Eへのインタビュー。E

氏は避難先からの帰還後、地区内の賃貸物件から、夜間

もPAの電灯がある同地を選び、八百屋を再開した。 

(10)同工事は、BRRの指示監督の下、BMWインドネシアが資

金を拠出しミトラマンディリ財団（Yayasan Mitra 

Mandiri）が実施した。 

(11)2019年2月10日に実施した元青年グループのリーダー

の住民Dへのインタビュー。 

(12)同上 

(13) 2019年2月15日に行ったアチェ州観光局職員へのイ

ンタビュー。 

(14) 1984年に建設された同モスクは、2004年の地震津波

により柱に亀裂が入り、耐震に不安が残ることに加え、

キブラのズレが判明したこともあり改修を目指すこと

が住民間で合意されていた。 

(15) 2019年2月14日・2024年2月29日に実施したモスク管

理委員会委員の住民Fへのインタビュー。 

(16) 同上 

(17)2005-2007は4世帯、2008-2010は2世帯が未回答。 

(18)バンダ・アチェ市を含むアチェ州は、15世紀末に成立

したアチェ王国がかつて東南アジアのイスラム学の中

心であった歴史を有し、インドネシア国内で唯一、家族

法と刑事法にイスラム法が適用されている州でもある。 

(19)同様に、住民がしばしば言及する「トラウマがある・

あった」とする言説も、「死に対する非正規な対応を許

容する」・「悲劇から立ち直ることが難しい人々へのス

ティグマを和らげる」ための保護の言説として理解すべ

きかもしれない35)。 
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